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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 近３中間連結会計期間及び 近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第39期中の中間純利益の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものであります。 

３ 第40期中より、当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額につきまして、従来の

千円単位での記載から百万円単位の記載に変更したことに伴い、第39期中につきましても百万円単位に組替え表示してお

ります。 

  

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 11,575 11,262 11,382 25,914 27,451

経常利益 (百万円) 920 641 442 2,300 2,232

中間(当期)純利益 (百万円) 215 373 205 1,019 932

純資産額 (百万円) 22,674 23,550 23,923 23,456 23,928

総資産額 (百万円) 27,187 28,051 28,433 27,733 29,897

１株当たり純資産額 (円) 2,164.15 2,226.43 2,258.36 2,213.04 2,259.75

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 20.38 35.33 19.40 90.40 88.19

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 20.20 35.25 19.37 89.76 87.97

自己資本比率 (％) 83.4 84.0 84.1 84.6 80.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,451 1,716 1,395 1,423 2,009

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △748 △202 △1,254 △1,075 △3,549

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △475 △175 △184 △545 △352

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 5,956 6,869 3,595 5,531 3,638

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
845 

〔43〕
878

〔37〕
909

〔31〕
852 

〔37〕
885

〔37〕



(2) 提出会社の 近３中間会計期間及び 近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第39期中の中間純利益の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものであります。 

３ 第40期中の中間純利益の増加は、企業結合に係る会計基準適用に伴う抱合株式消滅差益の計上等によるものであります。

  

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 11,065 11,152 11,267 25,160 27,215

経常利益 (百万円) 750 595 412 1,947 1,980

中間(当期)純利益 (百万円) 153 695 227 847 1,154

資本金 (百万円) 3,099 3,099 3,099 3,099 3,099

発行済株式総数 (株) 10,903,240 10,903,240 10,903,240 10,903,240 10,903,240

純資産額 (百万円) 21,030 22,126 22,421 21,701 22,404

総資産額 (百万円) 25,265 26,417 26,678 25,657 28,105

１株当たり純資産額 (円) 2,007.24 2,091.79 2,116.61 2,047.76 2,115.81

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 14.53 65.76 21.49 74.88 109.11

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 14.40 65.60 21.46 74.35 108.84

１株当たり配当額 (円) 17.50 18.00 18.00 35.00 36.00

自己資本比率 (％) 83.2 83.8 84.0 84.6 79.7

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
705 

〔21〕
734

〔17〕
759

〔18〕
712 

〔17〕
741

〔18〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の中間連結会計期間における平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の中間会計期間における平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は極めて安定しており、特記すべき事項はありません。 

事業の部門等の名称 従業員数(名) 

小松ウオール工業㈱ 

販売・管理部門 433 (3) 

技術・製造・工務部門 326 (15) 

小松ウオールサービス㈱ 工務部門 116 (10) 

小松プロテクター㈱ 製造部門 22 (3) 

小松ウォールシステム開発㈱ 技術部門 12   

合計 909 (31) 

従業員数(名) 759(18) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の国内経済は、内閣府の９月の月例経済報告では、基調判断は米国経済の減速懸念など先行

き不安要因があるものの、「回復」と据え置かれました。 

間仕切業界におきましては、公共投資の減少、原材料価格の上昇や高止まり、販売価格競争等、厳しい経営環境

が続いておりますが、国内企業業績の改善や民間設備投資の増加を受けて、工場・生産施設向け、事務所・オフィ

スビル向け、学校・体育施設向け等に間仕切需要の増加が見受けられました。 

このような情勢の中で、当社は積極的なコスト削減と営業拠点の新設(宮崎市、奈良市)や「設計指定活動」を営

業活動の中心に据えるとともに、「新規開拓活動」による新規優良顧客の開拓を推進し、受注獲得に取組んでまい

りました結果、当中間連結会計期間の受注高は前年同期比4.6％増加しました。 

これらのことから、当中間連結会計期間は、官公庁向けは地方都市に於ける大型物件の庁舎、病院に加えて郵政

公社の民営化による需要が一時的に急増しました。一方、民間向けは、好調な企業収益の改善を背景に工場・生産

施設向けを中心に需要が堅調に推移したことにより、売上高は113億82百万円(前中間連結会計期間比1.1％増)と増

収となりました。 

利益面については、原材料価格の値上りや高止まりが続く中、グループ一丸となってコストダウン活動に努めた

結果、売上総利益率は31.6％と前年同期並みを維持する事ができました。 

販売費及び一般管理費については、平成19年６月に新東京物流センターの自社ビル(葛西臨海地区、敷地2,202

㎡、鉄骨４階建、倉庫兼事務所、延床面積4,314㎡)等の不動産取得に伴う諸経費の増加と貸倒引当金繰入額が増加

したことにより営業利益率、経常利益率とも低下しました。その結果、経常利益は４億42百万円(前中間連結会計期

間比31.0％減)、中間純利益は２億５百万円(前中間連結会計期間比45.0％減)となりました。 

品目別の販売状況につきましては、主力品目の可動間仕切は、民間需要を中心に事務所・オフィスビル向け、工

場・生産施設向けが堅調で前中間連結会計期間比0.8％増加しました。 

固定間仕切では、軽量ドアが福祉・厚生施設向けが増加、学校間仕切が大きく伸びて壁面化粧パネルの前期の大

型物件の反動からの減少をカバーして固定間仕切全体では、前中間連結会計期間比6.0％の増加となりました。 

トイレブースは前年同期並みに堅調に推移しております。 

移動間仕切は、受注残高は3.7％増加しているものの、完工時期が下半期に集中している為、前中間連結会計期間

比9.0％の減少となりました。 

ロー間仕切も受注残高は28.2％増加しているものの、売上高は前中間連結会計期間比7.3％減少しました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は35億95百万円となり、前連結会計年

度末より43百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により増加した資金は13億95百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益４億39百万

円、減価償却費２億39百万円、退職給付引当金の増加額64百万円及び売上債権の減少額30億90百万円等による増

加と、棚卸資産の増加額７億32百万円、仕入債務の減少額４億95百万円、役員退職慰労引当金の減少額３億24百

万円及び法人税等の支払額８億12百万円等による減少であります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動により減少した資金は12億54百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出11億

63百万円及び無形固定資産の取得による支出56百万円等による減少であります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動により減少した資金は１億84百万円となりました。これは主に、配当金の支払額１億90百万円の支出

による減少及び自己株式の売却による収入５百万円の増加であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の品目別生産実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格で表示しています。 

２ その他の主なものは、既存間仕切の解体・移設組立であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間の品目別受注実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格で表示しています。 

２ その他の主なものは、既存間仕切の解体・移設組立であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目 生産高(百万円) 前中間連結会計期間比(％) 

可動間仕切 4,295 100.9 

固定間仕切 2,927 106.0 

トイレブース 1,797 99.0 

移動間仕切 1,207 91.0 

ロー間仕切 495 93.7 

その他 557 118.2 

合計 11,281 101.1 

品目 

受注高 受注残高 

金額(百万円) 
前中間連結会計
期間比(％) 

金額(百万円)
前中間連結会計 
期間比(％) 

可動間仕切 4,753 104.7 2,290 97.4 

固定間仕切 4,453 109.3 5,304 92.9 

トイレブース 2,568 106.9 1,917 102.8 

移動間仕切 1,774 99.2 1,909 103.7 

ロー間仕切 514 97.2 109 128.2 

その他 525 85.0 139 50.0 

合計 14,589 104.6 11,671 96.2 



(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の品目別販売実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ その他の主なものは、既存間仕切の解体・移設組立であります。 

２ 相手先別販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目 販売高(百万円) 前中間連結会計期間比(％) 

可動間仕切 4,284 100.8 

固定間仕切 2,927 106.0 

トイレブース 1,797 99.0 

移動間仕切 1,207 91.0 

ロー間仕切 490 92.7 

その他 675 116.3 

合計 11,382 101.1 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループにおいては、新市場の開拓を行うためユーザーの潜在ニーズを東日本、西日本開発会議より積極的に

収集し、製品の企画、開発に結びつけております。 

当中間連結会計期間における研究開発活動としては、高齢化社会、バリアフリー社会に対応した福祉施設、病院用

のカームドアの開発に取り組みました。 

バリアフリードアの「エキスパンドア」は子扉付きや自動ドア、防火戸タイプを追加し、幅広い用途に対応してお

ります。また、オフィス専用の可動間仕切吊り戸ユニットはスタイリッシュな意匠を用いており、開閉時にはブレー

キが作動し、さらに引き込み装置を備えた安全設計のドアです。 

今後も「地球にやさしい製品」、「人にやさしい製品」の開発に取り組んでまいります。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の金額は、90百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

なお、前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであ

ります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
投資額
(百万円) 

完了年月 完成後の増加能力 

提出会社 
関東物流センター 
(東京都江戸川区) 

物流設備 993 平成19年９月
合理化設備のため、生産能力
の増加は殆どない 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 10,903,240 同左

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 10,903,240 同左 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 
  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 439 429 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１  43,900 42,900 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２   1,224 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日～
平成20年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 1,224
資本組入額  612 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当てを受けた者

(以下「新株予約権者」という。)

は、権利行使時においても、当社

および連結子会社の取締役、監査

役、従業員の地位にあることを要

する。ただし、新株予約権者が、

定年・任期満了による退任・退

職、または会社都合によりこれら

の地位を失った場合はこの限りで

はない。 

 新株予約権者が死亡した場合

は、相続を認めない。また、新株

予約権の譲渡、質入れその他の一

切の処分も認めない。 

 その他の条件については、平成

15年６月25日開催の当社定時株主

総会および新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予

約権者との間で締結する新株予約

権割当契約に定めるところによ

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡する時は取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項 

― ― 



２ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により払込価

額を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合(平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条

ノ21の規定に基づく新株予約権の行使の場合を除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げる。 

なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数

とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

また当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸

収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとする。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

 調整後払込価額＝調整前払込価額× 
１

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年４月１日 
から 

平成19年９月30日 
― 10,903 ― 3,099 ― 3,031



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式309千株(2.84％)があります。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

   資産管理サービス信託銀行株式会社       433千株 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社     428千株 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   299千株 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社アネシス 石川県小松市白江町ヨ278番地 1,730 15.87

加納株式会社 石川県小松市白江町ヨ278番地 701 6.44

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１番地 442 4.06

資産管理サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８―12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーZ棟 

433 3.98

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11―３ 428 3.93

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８―11 299 2.74

有限会社マルヨ 石川県小松市京町８番地 228 2.09

小松ウオール工業従業員持株会 
石川県小松市工業団地１丁目72番地
小松ウオール工業㈱総務部内 

199 1.83

エスジーエスエス／ 
エスジービーティールクス 
(常任代理人 香港上海銀行 
東京支店) 

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD
HAUSSMANN PARIS‐FRANCE 

161 1.48

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１―１ 154 1.42

計 ― 4,778 43.82



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) 当社所有の自己株式が、「完全議決権株式(自己株式等)」欄に309,900株、「単元未満株式」欄に44株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式 

309,900 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

10,586,800 
105,868 ― 

単元未満株式 
普通株式 

6,540 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 10,903,240 ― ― 

総株主の議決権 ― 105,868 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

小松ウオール工業 
株式会社 

石川県小松市工業団地 
一丁目72番地 

309,900 ― 309,900 2.84

計 ― 309,900 ― 309,900 2.84

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 2,015 1,995 1,935 1,887 1,796 1,770

低(円) 1,900 1,821 1,851 1,757 1,660 1,670



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 役職の異動 

  

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
西日本ブロック長 
兼四国支店長 

常務取締役 西日本ブロック長 片 山 光 良 平成19年11月１日

取締役 広島支店長 取締役 
大阪市場開発部長
兼四国支店長 

巾 下 修 二 平成19年11月１日

取締役 市場開発部長 取締役 
東京市場開発部長
兼長野支店長 

熊 田 雅 巳 平成19年11月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、

並びに金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月

30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表につ

いて、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     6,869 6,895   6,938 

２ 受取手形及び売掛金 ※２   6,302 6,203   9,345 

３ 棚卸資産     3,574 2,964   2,231 

４ その他     375 441   463 

  貸倒引当金     △22 △20   △35 

  流動資産合計     17,100 61.0 16,483 58.0   18,944 63.4

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物及び構築物   5,155   5,434 5,153   

(2) 機械装置及び運搬具   2,696   2,729 2,718   

(3) 土地   2,963   3,835 2,980   

(4) その他   858   865 859   

  減価償却累計額   △5,131 6,542 23.3 △5,450 7,415 26.1 △5,310 6,402 21.4

２ 無形固定資産     318 1.1 290 1.0   290 1.0

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   719   625 669   

(2) 保険積立金   2,928   2,919 2,848   

(3) その他   526   788 786   

  貸倒引当金   △85 4,089 14.6 △89 4,243 14.9 △43 4,260 14.2

 固定資産合計     10,951 39.0 11,950 42.0   10,953 36.6

 資産合計     28,051 100.0 28,433 100.0   29,897 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     1,288 1,253   1,749 

２ 未払金     538 618   603 

３ 未払法人税等     307 67   799 

４ 前受金     915 621   381 

５ 賞与引当金     643 667   738 

６ その他     112 109   275 

流動負債合計     3,806 13.5 3,337 11.8   4,547 15.2

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金     690 840   776 

２ 役員退職慰労引当金     ― 321   645 

３ その他     4 10   ― 

固定負債合計     694 2.5 1,171 4.1   1,421 4.8

負債合計     4,501 16.0 4,509 15.9   5,969 20.0

            

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     3,099 11.1 3,099 10.9   3,099 10.4

２ 資本剰余金     3,031 10.8 3,031 10.7   3,031 10.1

３ 利益剰余金     17,776 63.4 18,155 63.8   18,141 60.7

４ 自己株式     △492 △1.8 △469 △1.7   △475 △1.6

株主資本合計     23,414 83.5 23,817 83.7   23,797 79.6

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金     135 0.5 106 0.4   130 0.4

評価・換算差額等 
合計     135 0.5 106 0.4   130 0.4

純資産合計     23,550 84.0 23,923 84.1   23,928 80.0

負債純資産合計     28,051 100.0 28,433 100.0   29,897 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     11,262 100.0 11,382 100.0   27,451 100.0

Ⅱ 売上原価     7,727 68.6 7,781 68.4   19,133 69.7

売上総利益     3,534 31.4 3,601 31.6   8,318 30.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   2,975 26.4 3,169 27.8   6,218 22.7

営業利益     559 5.0 431 3.8   2,099 7.6

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   0   12 6   

２ 受取配当金   4   4 7   

３ 受取保険金   75   0 120   

４ 受取家賃   0   ― ―   

５ 受取手数料   2   ― ―   

６ その他   4 89 0.8 6 24 0.2 13 148 0.5

Ⅴ 営業外費用           

１ 売上割引   7   11 15   

２ 持分法による投資損失   ―   2 ―   

３ その他   ― 7 0.1 0 13 0.1 0 15 0.0

経常利益     641 5.7 442 3.9   2,232 8.1

Ⅵ 特別利益           

１ 補助金収入   62 62 0.5 ― ― ― 62 62 0.3

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産売却損 ※２ ―   0 ―   

２ 固定資産除却損 ※３ 0   2 2   

３ 過年度役員退職慰労 
  引当金繰入額   ― 0 0.0 ― 2 0.0 597 600 2.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益     702 6.2 439 3.9   1,693 6.2

法人税、住民税 
及び事業税   292   88 1,112   

法人税等調整額   35 328 2.9 145 234 2.1 △351 760 2.8

中間(当期)純利益     373 3.3 205 1.8   932 3.4

            



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

株主資本 評価・換算 
差額等 

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他 

有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,099 3,031 17,654 △504 23,281 174 23,456 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当(注) ― ― △184 ― △184 ― △184 

 役員賞与(注) ― ― △65 ― △65 ― △65 

 中間純利益 ― ― 373 ― 373 ― 373 

 自己株式の取得 ― ― ― △0 △0 ― △0 

 自己株式の処分 ― ― △2 12 9 ― 9 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― △39 △39 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 121 11 133 △39 94 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,099 3,031 17,776 △492 23,414 135 23,550 

  

株主資本 評価・換算 
差額等 

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他 

有価証券 
評価差額金 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,099 3,031 18,141 △475 23,797 130 23,928 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当 ― ― △190 ― △190 ― △190 

 中間純利益 ― ― 205 ― 205 ― 205 

 自己株式の取得 ― ― ― △0 △0 ― △0 

 自己株式の処分 ― ― △1 6 5 ― 5 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― △24 △24 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 13 6 20 △24 △4 

平成19年９月30日残高(百万円) 3,099 3,031 18,155 △469 23,817 106 23,923 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 評価・換算 
差額等 

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他 

有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,099 3,031 17,654 △504 23,281 174 23,456 

連結会計年度中の変動額               

 剰余金の配当(注) ― ― △184 ― △184 ― △184 

 剰余金の配当 ― ― △190 ― △190 ― △190 

 役員賞与(注) ― ― △65 ― △65 ― △65 

 当期純利益 ― ― 932 ― 932 ― 932 

 自己株式の取得 ― ― ― △0 △0 ― △0 

 自己株式の処分 ― ― △5 29 23 ― 23 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ― △43 △43 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 486 28 515 △43 471 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,099 3,031 18,141 △475 23,797 130 23,928 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  税金等調整前中間 
(当期)純利益 

 702 439 1,693

  減価償却費  245 239 499

  貸倒引当金の増減額 
  (△：減少) 

 0 31 △28

  受取利息及び受取配当金  △4 △17 △13

  売上債権の増減額 
  (△：増加) 

 1,676 3,090 △1,320

  棚卸資産の増減額 
  (△：増加) 

 △1,040 △732 303

  仕入債務の増減額 
  (△：減少) 

 △395 △495 65

  未払金の増減額(△：減少)  △43 △19 18

  前受金の増減額(△：減少)  500 239 △33

  退職給付引当金の増減額 
  (△：減少) 

 75 64 161

  役員退職慰労引当金の 
  増減額(△：減少) 

 ― △324 645

  役員賞与の支払額  △65 ― △65

  その他(純額)  163 △314 512

 小計  1,815 2,201 2,439

  利息及び配当金の受取額  4 6 7

  法人税等の支払額  △103 △812 △438

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,716 1,395 2,009

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  定期預金の預入による支出  ― ― △3,300

  有形固定資産の取得 
による支出 

 △139 △1,163 △199

  有形固定資産の売却 
による収入 

 ― 0 ―

  無形固定資産の取得 
による支出 

 △43 △56 △69

  投資有価証券の取得 
による支出 

 △20 △0 △25

  投資有価証券の売却 
による収入 

 ― ― 46

  その他(純額)  0 △34 △0

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △202 △1,254 △3,549



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  自己株式の取得 
による支出 

 △0 △0 △0

  自己株式の売却 
  による収入 

 9 5 23

  配当金の支払額  △184 △190 △375

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △175 △184 △352

Ⅳ 現金及び現金同等物 
に係る換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額(△：減少) 

 1,338 △43 △1,892

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 5,531 3,638 5,531

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 6,869 3,595 3,638

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社……３社 

  小松ウオール 

  サービス㈱ 

  小松プロテクター㈱ 

  小松ウォールシステム 

  開発㈱ 

 なお、連結子会社であっ

た小松ウオール長野販売株

式会社は、平成18年４月１

日を合併期日として当社と

合併し、消滅しておりま

す。 

連結子会社……３社 

  小松ウオール 

  サービス㈱ 

  小松プロテクター㈱ 

  小松ウォールシステム 

  開発㈱ 

  

連結子会社……３社 

  小松ウオール 

  サービス㈱ 

  小松プロテクター㈱ 

  小松ウォールシステム 

  開発㈱ 

 なお、連結子会社であっ

た小松ウオール長野販売株

式会社は、平成18年４月１

日を合併期日として当社と

合併し、消滅しておりま

す。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

持分法適用の関連会社数 

  …１社 

  ㈱パッセルインテグレ

ーション 

同左 同左 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

 連結子会社の中間決算日

は中間連結決算日と同一で

あります。 

同左  連結子会社の事業年度は

連結会計年度と同一であり

ます。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価 法 ( 評 価 差 額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は、

移動平均法により

算定) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定) 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ② 棚卸資産 

製品、仕掛品及び

未成工事 

     個別法による原

価法 

    原材料 

     移動平均法によ

る原価法 

    貯蔵品 

     最終仕入原価法 

 ② 棚卸資産 

製品、仕掛品及び

未成工事 

     同左 

  

    原材料 

     同左 

  

    貯蔵品 

     同左 

 ② 棚卸資産 

製品、仕掛品及び

未成工事 

     同左 

  

    原材料 

     同左 

  

    貯蔵品 

     同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

    定率法 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(附属設備を

除く)については定

額法 

   主な耐用年数は以下

のとおり 

   建物及び構築物 

７～50年 

   機械装置及び運搬具 

４～14年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

    定率法 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(附属設備を

除く)については定

額法 

   主な耐用年数は以下

のとおり 

   建物及び構築物 

７～50年 

   機械装置及び運搬具 

４～14年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

    定率法 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(附属設備を

除く)については定

額法 

   主な耐用年数は以下

のとおり 

   建物及び構築物 

７～50年 

   機械装置及び運搬具 

４～14年 

       (会計方針の変更) 

法人税法の改正に

伴い、当中間連結会

計期間より、平成19

年４月１日以降に取

得した有形固定資産

について、改正後の

法人税法に基づく減

価償却の方法に変更

しております。これ

による損益に与える

影響額は軽微であり

ます。 

  

       (追加情報) 

法人税法の改正に

伴い、平成19年３月

31日以前に取得した

有形固定資産につい

ては、改正前の法人

税法に基づく減価償

却の方法の適用によ

り、取得価額の５％

に到達した連結会計

年度の翌連結会計年

度より、取得価額の

５％相当額と備忘価

額との差額を５年間

にわたり均等償却

し、減価償却費に含

めて計上しておりま

す。これによる損益

に与える影響額は軽

微であります。 

  



  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ② 無形固定資産 

    定額法 

   なお、ソフトウェア

については利用可能

期間(５年)に基づく

定額法 

 ② 無形固定資産 

    同左 

  

 ② 無形固定資産 

    同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を検

討し、回収不能見込

額を計上しておりま

す。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

    同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ① 貸倒引当金 

    同左 

   ② 賞与引当金 

    従業員に対して支

給する賞与の支出に

充てるため、支給見

込額に基づき計上し

ております。 

 ② 賞与引当金 

    同左 

 ② 賞与引当金 

    同左 

   ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付

に備えるため、当連

結会計年度末におけ

る退職給付債務及び

年金資産の見込額に

基づき、当中間連結

会計期間末において

発生していると認め

られる額を計上して

おります。数理計算

上の差異は、各連結

会計年度の発生時に

おける従業員の平均

残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)に

よる定額法により按

分した額をそれぞれ

の発生の翌連結会計

年度から会計処理し

ております。過去勤

務債務は、その発生

時における従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５

年)による定額法に

より会計処理してお

ります。 

 ③ 退職給付引当金 

    同左 

 ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付

に備えるため、当連

結会計年度末におけ

る退職給付債務及び

年金資産の見込額に

基づき計上しており

ます。数理計算上の

差異は、各連結会計

年度の発生時におけ

る従業員の平均残存

勤務期間以内の一定

の年数(５年)による

定額法により按分し

た額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度か

ら会計処理しており

ます。過去勤務債務

は、その発生時にお

ける従業員の平均残

存勤務期間以内の一

定の年数(５年)によ

る定額法により会計

処理しております。 



  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ―――――  ④ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金

の支出に備えるた

め、役員退職慰労金

内規に基づく中間期

末要支給額を計上し

ております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金

の支出に備えるた

め、役員退職慰労金

内規に基づく期末要

支給額を計上してお

ります。 

       (追加情報) 

当社及び連結子会

社の役員退職慰労金

は、前中間連結会計

期間は支出時の費用

として処理しており

ましたが、前連結会

計年度の下期におい

て内規に基づく期末

要支給額を役員退職

慰労引当金として計

上する方法に変更し

ております。 

この結果、前中間

連結会計期間は、前

連結会計年度と同じ

方法によった場合と

比べ、営業利益及び

経常利益は33百万

円、税金等調整前中

間純利益は630百万

円それぞれ多く計上

されております。 

  

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

 ① 消費税等の会計処理

方法 

    消費税および地方

消費税の会計処理

は、税抜方式によっ

ております。 

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

 ① 消費税等の会計処理

方法 

    同左 

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理

方法 

    同左 



  

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用しております。従来の資

本の部の合計に相当する金額は

23,550百万円であります。なお、当

中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

――――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。従来の資本の部の

合計に相当する金額は23,928百万円

であります。なお、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の連結財務諸表

規則により作成しております。 



  

  

表示方法の変更 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― ――――― 役員退職慰労引当金 

当連結会計年度より、改正後の

「租税特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金並びに役

員退職慰労引当金等に関する監査上

の取扱い」(日本公認会計士協会

監査・保証実務委員会報告第42号)

を早期適用しております。これによ

り、従来は支出時の費用として処理

しておりました役員退職慰労金につ

いて、当連結会計年度より役員退職

慰労金内規に基づく期末要支給額を

役員退職慰労引当金として計上する

方法に変更いたしました。この変更

により、当連結会計年度の役員退職

慰労金発生額47百万円は販売費及び

一般管理費へ、過年度分相当額597

百万円は特別損失に計上しておりま

す。この結果、従来と同一の方法を

採用した場合と比べ、営業利益及び

経常利益は47百万円、税金等調整前

当期純利益は645百万円減少してお

ります。なお、「租税特別措置法上

の準備金及び特別法上の引当金又は

準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」(日本公

認会計士協会 監査・保証実務委員

会報告第42号)の改正が平成19年４

月13日付で行われたため、当中間連

結会計期間は従来の方法によってお

ります。従って、当中間連結会計期

間は変更後の方法によった場合と比

べ、営業利益及び経常利益は33百万

円、税金等調整前中間純利益は630

百万円それぞれ多く計上されており

ます。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

――――― (中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た「受取家賃」(当中間連結会計期間０百万円)及び「受

取手数料」(当中間連結会計期間２百万円)は、それぞれ

営業外収益の総額の100分の10以下であるため、当中間

連結会計期間より営業外収益の「その他」に含めて表記

することといたしました。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

 １    ――――― 

  

 １ 信託方式による売上債権の期

日前資金化に伴う遡及義務 

62百万円 

 １    ――――― 

  

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形 

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。 

   なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末

日満期手形を満期日に決済が行

われたものとして処理しており

ます。 

受取手形 227百万円

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形 

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとして

処理しております。 

   なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末

日満期手形を満期日に決済が行

われたものとして処理しており

ます。 

受取手形 242百万円

※２ 連結会計年度末日満期手形 

   当連結会計年度末日満期手形

の会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして処

理しております。 

   なお、当連結会計年度の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期

手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。 

受取手形 179百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

荷造運搬費 365百万円

退職給付費用 131百万円

給与・賞与手当 951百万円

賞与引当金繰入額 341百万円

減価償却費 108百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

役員報酬 87百万円

不動産賃借料及び 
リース料 153百万円

福利厚生費 208百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

荷造運搬費 350百万円

退職給付費用 124百万円

給与・賞与手当 1,020百万円

賞与引当金繰入額 361百万円

減価償却費 107百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 33百万円

貸倒引当金繰入額 36百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

荷造運搬費 765百万円

退職給付費用 266百万円

給与・賞与手当 2,285百万円

賞与引当金繰入額 422百万円

減価償却費 221百万円

役員退職慰労引当金 
繰入額 47百万円

貸倒引当金繰入額 28百万円

※２    ――――― ※２ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

機械装置及び
運搬具 

0百万円

※２     ――――― 

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

機械装置及び 
運搬具 

0百万円

有形固定資産 
その他(工具、 
器具及び備品) 

0百万円

計 0百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び
運搬具 

0百万円

有形固定資産
その他(工具、 
器具及び備品) 

2百万円

計 2百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 
運搬具 

0百万円

有形固定資産 
その他(工具、 
器具及び備品) 

1百万円

計 2百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 自己株式の増加数の内訳 

単元未満株式の買取による増加                   80株 

２ 自己株式の減少数の内訳 

ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 8,000株 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 自己株式の増加数の内訳 

単元未満株式の買取による増加                  120株 

２ 自己株式の減少数の内訳 

ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 4,500株 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

  株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 
増加株式数(株) 減少株式数(株)

当中間連結会計期間末 
株式数(株) 

発行済株式 普通株式 10,903,240 ― ― 10,903,240

自己株式 普通株式 333,428 80 8,000 325,508

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 184百万円 17.50円 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年10月11日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 190百万円 18.00円 平成18年９月30日 平成18年11月27日

  株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 
増加株式数(株) 減少株式数(株)

当中間連結会計期間末 
株式数(株) 

発行済株式 普通株式 10,903,240 ― ― 10,903,240

自己株式 普通株式 314,324 120 4,500 309,944

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 190百万円 18.00円 平成19年３月31日 平成19年６月27日 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年10月11日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 190百万円 18.00円 平成19年９月30日 平成19年11月27日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 自己株式の増加数の内訳 

単元未満株式の買取による増加                    396株 

２ 自己株式の減少数の内訳 

ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少  19,500株 

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

次へ 

  株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 
増加株式数(株) 減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株) 

発行済株式 普通株式 10,903,240 ― ― 10,903,240

自己株式 普通株式 333,428 396 19,500 314,324

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 184百万円 17.50円 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

平成18年10月11日 
取締役会 

普通株式 190百万円 18.00円 平成18年９月30日 平成18年11月27日 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 190百万円 18.00円 平成19年３月31日 平成19年６月27日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,869百万円

現金及び現金同等物 6,869百万円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,895百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 △3,300百万円

現金及び現金同等物 3,595百万円

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,938百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 △3,300百万円

現金及び現金同等物 3,638百万円



(リース取引関係) 

  

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

    
取得 
価額 

相当額 
  

減価償却 
累計額 
相当額 

  
中間 

期末残高
相当額 

    百万円   百万円   百万円

機械装置 
及び運搬具 

 
374   185   189

その他 
(工具器具 
備品) 

 
33   28   4

合計   407   214   193

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

    
取得
価額 

相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間
期末残高
相当額 

    百万円 百万円 百万円

機械装置 
及び運搬具 

 
324 189 135

その他 
(工具器具 
備品) 

 
12 10 1

合計   336 200 136

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得
価額 

相当額 
 
減価償却 
累計額 
相当額 

  
期末残高 
相当額 

百万円   百万円   百万円

機械装置
及び運搬具 374   212   161

その他
(工具器具 
備品) 

12   9   2

合計 386   222   164

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 59百万円

１年超 139 〃 

合計 198 〃 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 36百万円

１年超 103 〃

合計 139 〃

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 48百万円

１年超 119 〃 

合計 168 〃 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 31 〃 

支払利息相当額 1 〃 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 27 〃

支払利息相当額 1 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 66百万円

減価償却費相当額 60 〃 

支払利息相当額 3 〃 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

ます。 

  ・利息相当額の算定方法 

同左 

  ・利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので項目等の記載は省

略しております。 

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) 有価証券の減損にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には「著しく

下落した」ものとし、50％以上下落したものについては減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落したもの

については、時価の推移及び発行会社の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場

合を除き減損処理を行っております。 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) 有価証券の減損にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には「著しく

下落した」ものとし、50％以上下落したものについては減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落したもの

については、時価の推移及び発行会社の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場

合を除き減損処理を行っております。 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

  

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 281 488 206 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 23 44 20 

合計 304 532 227 

非上場株式 167百万円

投資事業有限責任組合出資金 4百万円

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 281 440 158 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 23 42 19 

合計 304 482 177 

非上場株式 126百万円

投資事業有限責任組合出資金 3百万円



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 有価証券の減損にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には「著しく下落

した」ものとし、50％以上下落したものについては減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落したものにつ

いては、時価の推移及び発行会社の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を

除き減損処理を行っております。 

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

  

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 281 479 197 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 23 45 22 

合計 304 524 219 

非上場株式 126百万円

投資事業有限責任組合出資金 4百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)については、当社グループにお

いてデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  



(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

     該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

     該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  

(注) 株式数に換算して記載しております。 

  

前へ     

  平成15年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役      16名
当社監査役       4名 
当社の管理職     138名 
連結子会社の取締役   6名 
連結子会社の監査役   1名 
連結子会社の管理職  23名 

株式の種類別のストック・オプション数(注) 普通株式    316,500株

付与日 平成15年９月５日

権利確定条件 
付与日(15年９月５日)以降、権利確定日(17年６月30日)
まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間 平成15年９月５日～平成17年６月30日

権利行使期間 平成17年７月１日～平成20年６月30日

権利行使価格(円) 1,224

付与日における公正な評価単価(円) ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)については、当社グループが営

む事業は、単一であるため「事業の種類別セグメント情報」の記載を行なっておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)については、在外連結子会社及

び在外支店がないため該当ありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)については、海外売上高がない

ため該当ありません。 

  



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 当社は平成18年４月１日を合併期日とし、当社の完全子会社である小松ウオール長野販売㈱を吸収合併いたしまし

た。当該合併は共通支配下の取引であり、中間連結財務諸表に与える影響はありません。なお、共通支配下の取引等

の注記は、中間財務諸表に注記しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当社は平成18年４月１日を合併期日とし、当社の完全子会社である小松ウオール長野販売㈱を吸収合併いたしまし

た。当該合併は共通支配下の取引であり、連結財務諸表に与える影響はありません。なお、共通支配下の取引等の注

記は、財務諸表に注記しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

  

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たりの純資産額 2,226円43銭 2,258円36銭 2,259円75銭 

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

35円33銭 19円40銭 88円19銭 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

35円25銭 19円37銭 87円97銭 

    
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

   

中間(当期)純利益 (百万円) 373 205 932

普通株主に 
帰属しない金額 

(百万円) ― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(百万円) 373 205 932

普通株式の 
期中平均株式数 

(株) 10,574,225 10,591,470 10,577,981

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

   

中間(当期)純利益 
調整額 

(百万円) ― ― ―

普通株式増加数 (株) 25,571 15,223 26,462

(うち新株予約権) (株) 25,571 15,223 26,462

希薄化効果を有しないた
め潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の
算定に含まれなかった潜
在株式の概要 

― ― ―

    
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の 
合計額 

(百万円) 23,550 23,923 23,928

純資産の部の 
合計額から 
控除する金額 

(百万円) ― ― ―

普通株式に係る 
中間期末(期末)の 
純資産額 

(百万円) 23,550 23,923 23,928

１株当たり 
純資産額の算定に 
用いられた 
中間期末(期末)の 
普通株式の数 

(株) 10,577,732 10,593,296 10,588,916



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   6,008   5,922 5,935   

２ 受取手形 ※４ 2,969   2,553 3,165   

３ 売掛金   3,292   3,605 6,146   

４ 棚卸資産   3,600   2,972 2,231   

５ その他   310   383 402   

  貸倒引当金   △22   △20 △35   

  流動資産合計     16,158 61.2 15,417 57.8   17,846 63.5

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※１ 2,138   2,292 2,079   

(2) 土地   2,567   3,439 2,583   

(3) その他 ※１ 1,155   1,022 1,065   

  有形固定資産合計   5,861   6,753 5,728   

２ 無形固定資産   330   310 315   

３ 投資その他の資産           

(1) 保険積立金   2,905   2,891 2,821   

(2) その他   1,245   1,395 1,437   

  貸倒引当金   △85   △89 △43   

 投資その他の資産合計   4,065   4,197 4,214   

 固定資産合計     10,258 38.8 11,261 42.2   10,259 36.5

 資産合計     26,417 100.0 26,678 100.0   28,105 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   1,391   1,351 1,880   

２ 未払金   488   562 539   

３ 未払法人税等   240   16 713   

４ 賞与引当金   554   576 644   

５ その他 ※３ 999   704 619   

流動負債合計     3,674 13.9 3,211 12.1   4,397 15.7

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金   616   754 697   

２ 役員退職慰労引当金   ―   280 606   

３ その他   ―   10 ―   

固定負債合計     616 2.3 1,045 3.9   1,304 4.6

負債合計     4,290 16.2 4,257 16.0   5,701 20.3

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     3,099 11.7 3,099 11.6   3,099 11.0

２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金   3,031   3,031 3,031   

資本剰余金合計     3,031 11.5 3,031 11.4   3,031 10.8

３ 利益剰余金           

(1) 利益準備金   301   301 301   

(2) その他利益剰余金           

特別償却準備金   4   2 2   

固定資産圧縮 
積立金   118   117 117   

別途積立金   14,986   14,986 14,986   

繰越利益剰余金   945   1,249 1,213   

利益剰余金合計     16,356 61.9 16,657 62.4   16,621 59.2

４ 自己株式     △492 △1.8 △469 △1.8   △475 △1.7

株主資本合計     21,995 83.3 22,319 83.6   22,277 79.3

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金     131 0.5 102 0.4   127 0.4

評価・換算差額等 
合計     131 0.5 102 0.4   127 0.4

純資産合計     22,126 83.8 22,421 84.0   22,404 79.7

負債純資産合計     26,417 100.0 26,678 100.0   28,105 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     11,152 100.0 11,267 100.0   27,215 100.0

Ⅱ 売上原価     7,942 71.2 7,964 70.7   19,607 72.0

売上総利益     3,209 28.8 3,303 29.3   7,607 28.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,812 25.2 3,008 26.7   5,888 21.7

営業利益     396 3.6 294 2.6   1,719 6.3

Ⅳ 営業外収益 ※２   206 1.8 129 1.2   277 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※３   7 0.1 11 0.1   15 0.0

経常利益     595 5.3 412 3.7   1,980 7.3

Ⅵ 特別利益 ※４   366 3.3 ― ―   366 1.3

Ⅶ 特別損失 ※５   0 0.0 2 0.1   568 2.1

税引前中間(当期)純

利益     961 8.6 410 3.6   1,778 6.5

法人税、住民税 
及び事業税   225   38 953   

法人税等調整額   40 266 2.4 144 182 1.6 △328 624 2.3

中間(当期)純利益     695 6.2 227 2.0   1,154 4.2

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

  

株主資本
評価・換算
差額等 

資本金 
資本剰余金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本 
合計 

その他
有価証券 

評価差額金利益準備金 
その他利益剰余金 

資本準備金 特別償却
準備金 

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 3,099 3,031 301 11 79 14,486 1,026 △504 21,532 169

中間会計期間中の 
変動額                    

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △184 ― △184 ―

 役員賞与 ― ― ― ― ― ― △56 ― △56 ―

 中間純利益 ― ― ― ― ― ― 695 ― 695 ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △0 △0 ―

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― △2 12 9 ―

 特別償却準備金の 
 取崩(前期分) ― ― ― △4 ― ― 4 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金 
 の積立(前期分) ― ― ― ― 4 ― △4 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩(前期分) ― ― ― ― △1 ― 1 ― ― ―

 別途積立金の積立 
 (前期分) ― ― ― ― ― 500 △500 ― ― ―

 特別償却準備金の 
 取崩(当中間分) ― ― ― △2 ― ― 2 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金 
 の積立(当中間分) ― ― ― ― 36 ― △36 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩(当中間分) ― ― ― ― △0 ― 0 ― ― ―

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― △37

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円) ― ― ― △7 39 500 △80 11 463 △37

平成18年９月30日残高 
(百万円) 3,099 3,031 301 4 118 14,986 945 △492 21,995 131

  

株主資本
評価・換算
差額等 

資本金 
資本剰余金 

利益剰余金

自己株式 株主資本 
合計 

その他
有価証券 

評価差額金利益準備金 
その他利益剰余金

資本準備金 特別償却
準備金 

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 3,099 3,031 301 2 117 14,986 1,213 △475 22,277 127

中間会計期間中の 
変動額         

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △190 ― △190 ―

 中間純利益 ― ― ― ― ― ― 227 ― 227 ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △0 △0 ―

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― △1 6 5 

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― △24

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円) ― ― ― ― ― ― 35 6 42 △24

平成19年９月30日残高 
(百万円) 3,099 3,031 301 2 117 14,986 1,249 △469 22,319 102



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本
評価・換算
差額等 

資本金 
資本剰余金 

利益剰余金

自己株式 株主資本 
合計 

その他
有価証券 

評価差額金利益準備金 
その他利益剰余金

資本準備金 特別償却
準備金 

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 3,099 3,031 301 11 79 14,486 1,026 △504 21,532 169

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― ― ― △184 ― △184 ―

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △190 ― △190 ―

 役員賞与(注) ― ― ― ― ― ― △56 ― △56 ―

 当期純利益 ― ― ― ― ― ― 1,154 ― 1,154 ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △0 △0 ―

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― △5 29 23 ―

 特別償却準備金の 
 取崩(注) ― ― ― △4 ― ― 4 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金 
 の積立(注) ― ― ― ― 4 ― △4 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩(注) ― ― ― ― △1 ― 1 ― ― ―

 別途積立金の積立 
 (注) ― ― ― ― ― 500 △500 ― ― ―

 特別償却準備金の 
 取崩 ― ― ― △4 ― ― 4 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金 
 の積立 ― ― ― ― 36 ― △36 ― ― ―

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩 ― ― ― ― △1 ― 1 ― ― ―

 株主資本以外の項目 
 の事業年度中の 
 変動額(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― △42

事業年度中の変動額 
合計(百万円) ― ― ― △9 38 500 187 28 744 △42

平成19年３月31日残高 
(百万円) 3,099 3,031 301 2 117 14,986 1,213 △475 22,277 127



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 棚卸資産 

  ① 製品・仕掛品・未成工事 

    個別法による原価法 

  ② 原材料 

    移動平均法による原価法 

  ③ 貯蔵品 

    最終仕入原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 棚卸資産 

  ① 製品・仕掛品・未成工事 

    同左 

  ② 原材料 

    同左 

  ③ 貯蔵品 

    同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 棚卸資産 

  ① 製品・仕掛品・未成工事 

    同左 

  ② 原材料 

    同左 

  ③ 貯蔵品 

    同左 

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式 

    移動平均法による原価法 

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式 

     同左 

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式 

     同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定) 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

     同左 

    時価のないもの 

     同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設

備を除く)については定額法 

   主な耐用年数は以下のとおり 

建物      ８～50年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設

備を除く)については定額法 

   主な耐用年数は以下のとおり 

建物      ８～50年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法 

    ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設

備を除く)については定額法 

   主な耐用年数は以下のとおり 

建物      ８～50年 

     (会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。こ

れによる損益に与える影響額

は軽微であります。 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     (追加情報) 

法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により、

取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。これ

による損益に与える影響額は

軽微であります。 

  

 (2) 無形固定資産 

    定額法 

    なお、ソフトウェアについ

ては利用可能期間(５年)に基

づく定額法 

 (2) 無形固定資産 

    同左 

 (2) 無形固定資産 

    同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

 (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

    同左 

 (2) 賞与引当金 

    同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

   数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分

した額をそれぞれの発生の翌期

から会計処理しております。 

   過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により会計処理して

おります。 

 (3) 退職給付引当金 

    同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。数理計算

上の差異は、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額をそれ

ぞれの発生の翌期から会計処理

しております。過去勤務債務

は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定額法によ

り会計処理しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (4) 役員退職慰労引当金 

――――― 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金内規

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

  (追加情報) 

役員退職慰労金は、前中間会

計期間は支出時の費用として処

理しておりましたが、前事業年

度の下期において内規に基づく

期末要支給額を役員退職慰労引

当金として計上する方法に変更

しております。 

この結果、前中間会計期間

は、前事業年度と同じ方法によ

った場合と比べ、営業利益及び

経常利益は27百万円、税引前中

間純利益は592百万円それぞれ

多く計上されております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金内規

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

    同左 

４ リース取引の処理方法 

    同左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理について 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

(1) 消費税等の会計処理について 

    同左 

(1) 消費税等の会計処理について 

    同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。従来の資本の部

の合計に相当する金額は22,126百万

円であります。なお、当中間会計期

間における中間貸借対照表の純資産

の部については、中間財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しておりま

す。 

企業結合に係る会計基準 

 当中間会計期間より、企業結合に

係る会計基準(「企業結合に係る会

計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成15年10月31日))

及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」

(企業会計基準適用指針第10号 平

成17年12月27日)を適用しておりま

す。これにより小松ウオール長野販

売㈱の吸収合併に伴う抱合株式消滅

差益304百万円を特別利益に計上し

たため、税引前中間純利益が同額増

加しております。 

――――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用し

ております。従来の資本の部の合計

に相当する金額は22,404百万円であ

ります。なお、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部について

は、財務諸表等規則の改正に伴い、

改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

  

企業結合に係る会計基準 

当事業年度より、企業結合に係る

会計基準(「企業結合に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業会

計審議会 平成15年10月31日))及び

「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」(企業

会計基準適用指針第10号 平成17年

12月27日)を適用しております。こ

れにより小松ウオール長野販売㈱の

吸収合併に伴う抱合株式消滅差益

304百万円を特別利益に計上したた

め、税引前当期純利益が同額増加し

ております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― ――――― 役員退職慰労引当金 

当事業年度より、改正後の「租税

特別措置法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに役員退職

慰労引当金等に関する監査上の取扱

い」(日本公認会計士協会 監査・

保証実務委員会報告第42号)を早期

適用しております。これにより、従

来は支出時の費用として処理してお

りました役員退職慰労金について、

当事業年度より役員退職慰労金内規

に基づく期末要支給額を役員退職慰

労引当金として計上する方法に変更

いたしました。この変更により、当

事業年度の役員退職慰労金発生額41

百万円は販売費及び一般管理費へ、

過年度分相当額565百万円は特別損

失に計上しております。この結果、

従来と同一の方法を採用した場合と

比べ、営業利益及び経常利益は41百

万円、税引前当期純利益は606百万

円減少しております。なお、「租税

特別措置法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに役員退職

慰労引当金等に関する監査上の取扱

い」(日本公認会計士協会 監査・

保証実務委員会報告第42号)の改正

が平成19年４月13日付で行われたた

め、当中間会計期間は従来の方法に

よっております。従って、当中間会

計期間は変更後の方法によった場合

と比べ、営業利益及び経常利益は27

百万円、税引前中間純利益は592百

万円それぞれ多く計上されておりま

す。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

  4,832百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

  5,123百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

  4,996百万円

 ２    ―――――  ２ 信託方式による売上債権の期

日前資金化に伴う遡及義務 

62百万円 

 ２    ――――― 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動資産の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※３    ――――― 

※４ 中間会計期間末日満期手形 

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。 

   なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。 

受取手形 227百万円

※４ 中間会計期間末日満期手形 

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。 

   なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。 

受取手形 242百万円

※４ 期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理に

ついては、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。 

   なお、事業年度の末日は金融

機関の休日であったため、次の

期末日満期手形を満期日に決済

がおこなわれたものとして処理

しております。 

受取手形 179百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 177百万円

無形固定資産 51 〃 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 168百万円

無形固定資産 57 〃 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 362百万円 

無形固定資産 109 〃 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 12百万円

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 6百万円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

売上割引 7百万円

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

売上割引 11百万円

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

売上割引 15百万円 

※４ 特別利益のうち主要なもの 

抱合株式消滅差益 

304百万円

※４    ――――― ※４ 特別利益のうち主要なもの 

抱合株式消滅差益 

304百万円 

※５    ――――― ※５    ――――― ※５ 特別損失のうち主要なもの 

過年度役員
退職慰労 
引当金繰入額 

565百万円 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 自己株式の増加数の内訳 

単元未満株式の買取による増加                   80株 

２ 自己株式の減少数の内訳 

ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 8,000株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 自己株式の増加数の内訳 

単元未満株式の買取による増加                  120株 

２ 自己株式の減少数の内訳 

ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 4,500株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 自己株式の増加数の内訳 

単元未満株式の買取による増加                   396株 

２ 自己株式の減少数の内訳 

ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 19,500株 

  

  株式の種類 
前事業年度末 
株式数(株) 

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当中間会計期間末 

株式数(株) 

自己株式 普通株式 333,428 80 8,000 325,508

  株式の種類 
前事業年度末 
株式数(株) 

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当中間会計期間末 

株式数(株) 

自己株式 普通株式 314,324 120 4,500 309,944

  株式の種類 
前事業年度末 
株式数(株) 

増加株式数(株) 減少株式数(株)
当事業年度末 
株式数(株) 

自己株式 普通株式 333,428 396 19,500 314,324



(リース取引関係) 

  

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

    
取得 
価額 

相当額 
  

減価償却 
累計額 
相当額 

  
中間 

期末残高
相当額 

    百万円   百万円   百万円

機械装置 
及び運搬具 

 
374   185   189

工具・器具 
及び備品 

 
33   28   4

合計   407   214   193

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

    
取得
価額 

相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間
期末残高
相当額 

    百万円 百万円 百万円

機械装置 
及び運搬具 

 
324 189 135

工具・器具 
及び備品 

 
12 10 1

合計   336 200 136

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得
価額 

相当額 
 
減価償却 
累計額 
相当額 

  
期末残高 
相当額 

百万円   百万円   百万円

機械装置
及び運搬具 374   212   161

工具・器具
及び備品 12   9   2

合計 386   222   164

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 59百万円

１年超 139 〃 

合計 198 〃 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 36百万円

１年超 103 〃

合計 139 〃

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 48百万円

１年超 119 〃 

合計 168 〃 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 30 〃 

支払利息相当額 1 〃 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 27 〃

支払利息相当額 1 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 66百万円

減価償却費相当額 60 〃 

支払利息相当額 3 〃 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ・利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

ます。 

  ・利息相当額の算定方法 

同左 

  ・利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので項目等の記載は省

略しております。 

(減損損失について) 

同左 

(減損損失について) 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

  



(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容 

① 結合企業 

名称 小松ウオール工業㈱(当社) 

事業の内容 間仕切製品の製造、販売ならびに施工 

② 被結合企業 

名称 小松ウオール長野販売㈱(当社の完全子会社) 

事業の内容 間仕切製品の販売ならびに施工 

(2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

平成18年４月１日を合併期日とし、当社を存続会社、小松ウオール長野販売㈱を消滅会社とする吸収合併であ

り、結合後企業の名称は小松ウオール工業㈱となっております。なお、合併による新株式の発行および資本金の増

加はありません。 

(3) 取引の目的を含む取引の概要 

当社の競争力強化に資するため、国内の営業体制の一体化による営業効率の一層の向上を目的として、当社の完

全子会社である小松ウオール長野販売㈱と合併いたしました。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

当社が小松ウオール長野販売㈱より受入れた資産および負債は、合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により

計上しております。なお、当社が保有する当該子会社株式の帳簿価額と増加株主資本との差額304百万円を損益計算書

における特別利益に計上しております。 

  



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容 

① 結合企業 

名称 小松ウオール工業㈱(当社) 

事業の内容 間仕切製品の製造、販売ならびに施工 

② 被結合企業 

名称 小松ウオール長野販売㈱(当社の完全子会社) 

事業の内容 間仕切製品の販売ならびに施工 

(2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

平成18年４月１日を合併期日とし、当社を存続会社、小松ウオール長野販売㈱を消滅会社とする吸収合併であ

り、結合後企業の名称は小松ウオール工業㈱となっております。なお、合併による新株式の発行および資本金の増

加はありません。 

(3) 取引の目的を含む取引の概要 

当社の競争力強化に資するため、国内の営業体制の一体化による営業効率の一層の向上を目的として、当社の完

全子会社である小松ウオール長野販売㈱と合併いたしました。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

当社が小松ウオール長野販売㈱より受入れた資産および負債は、合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により

計上しております。なお、当社が保有する当該子会社株式の帳簿価額と増加株主資本との差額304百万円については、

抱合株式消滅差益として損益計算書の特別利益に計上しております。 

  



(１株当たり情報) 
  

(注) １ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 
  

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前へ     

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,091円79銭 2,116円61銭 2,115円81銭 

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

65円76銭 21円49銭 109円11銭 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

65円60銭 21円46銭 108円84銭 

    
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

   

中間(当期)純利益 (百万円) 695 227 1,154

普通株主に 
帰属しない金額 

(百万円) ― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(百万円) 695 227 1,154

普通株式の 
期中平均株式数 

(株) 10,574,225 10,591,470 10,577,981

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

   

中間(当期)純利益
調整額 

(百万円) ― ― ―

普通株式増加数 (株) 25,571 15,223 26,462

(うち新株予約権) (株) 25,571 15,223 26,462

希薄化効果を有しないた
め潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の
算定に含まれなかった潜
在株式の概要 

― ― ―

    
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の 
合計額 

(百万円) 22,126 22,421 22,404 

純資産の部の 
合計額から 
控除する金額 

(百万円) ― ― ― 

普通株式に係る 
中間期末(期末)の
純資産額 

(百万円) 22,126 22,421 22,404 

１株当たり 
純資産額の算定に
用いられた 
中間期末(期末)の 
普通株式の数 

(株) 10,577,732 10,593,296 10,588,916 



(2) 【その他】 

第41期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)中間配当については、平成19年10月11日開催の取締役会に

おいて、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。 

  

  

① 中間配当金の総額 190百万円

② １株当たり中間配当金 18円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年11月27日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第40期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月26日 

北陸財務局長に提出。 

            

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号(特定子会社の異動)
に基づく臨時報告書であります。 

  平成19年５月10日 

北陸財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月８日

小松ウオール工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小松ウ

オール工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、小松ウオール工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  森  田  浩  之  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月７日

小松ウオール工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる小松ウオール工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、小松ウオール工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  森  田  浩  之  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月８日

小松ウオール工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小松ウ

オール工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第40期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、小松ウオール工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から企業結合

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  森  田  浩  之  ㊞ 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月７日

小松ウオール工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる小松ウオール工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第41期事業年度の中間会計期間(平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、小松ウオール工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  森  田  浩  之  ㊞ 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 
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